
実施

計画

No.

事業名 担当課
経済対策

との関係
事業の概要・目的

総事業費

（円）

交付金充当経費

（円）

その他

（一般財源等）

（円）

経費の内訳 事業実績 事業期間 事業成果・効果

Ⅱ．物価高

の克服

Ⅱ．物価高

の克服

【国の方針による】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと

で、低所得の方々の生活を維持するため、低所得

世帯（R6住民税非課税・均等割のみ世帯）へ3万

円給付する。また、給付世帯に子ども一人あたり

2万円を加算する。

定額減税を補足する給付のうち不足額給付を行

う。

（R6非課税世帯給付＋R6非課税世帯

子ども加算）

会計年度任用職員人件費　526,710円

消耗品費　194,961円

印刷製本費　53,460円

郵送料　429,454円

口座振込手数料　388,168円

システム改修委託料　690,800円

給付費　135,450,000円

（不足額給付）

消耗品費　99,126円

印刷製本費　28,875円

郵送料　260,680円

口座振込手数料　129,115円

システム改修委託料　873,400円

給付費　45,920,000円

（R6非課税世帯給付）

対象世帯数　4,038世帯

給付世帯数　3,967世帯

給付率　98.2％

給付総額　119,010,000円

（R6非課税世帯子ども加算）

対象人数　829人

給付人数　822人

給付率　99.2％

給付総額　16,440,000円

（不足額給付）

対象人数　1,548人

給付人数　1,426人

給付率　92.1％

給付総額　45,920,000円
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令和６年度住民税非課税世帯

物価高騰対策支援給付金及び

その世帯に属する子ども加算

給付金、令和７年度低所得者

支援及び定額減税補足給付金

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証

令和6年度実績の換金率98.95％及び登録事業所

144店舗を下回ったものの、配布率98.71％は上

回った。物価高騰等により経済的な影響を受けて

いる全町民へ支援となり、また町内事業者への支

援にも繋がった。町民への経済的支援と地域経済

の活性化が図られた。

会計年度任用職員人件費　1,031,000

円

消耗品費　110,440円

郵送料　3,821,552円

支援業務委託料　2,733,500円

給付費　71,137,000円

対象人数　14,555人

受領人数　14,401人

配布率　98.94％

商品券配布額　72,005,000円

商品券換金額　71,137,000円

換金率　98.79%

登録事業所　133店舗
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令和７年度がんばろう川崎町

ReBorn！商品券事業

物価高騰による打撃を受けている町民へ町内事業

所で使用できる商品券の配布により、町内での個

人消費の拡大を図り、町民及び町内事業所の支援

及び地域経済の活性化を図るため、町民１人あた

り5千円の商品券を支給する。

67,828,000 11,005,492

福祉課

商工観光課

電気・ガス・食料品等の物価高騰に直面し影響を

受けている低所得者への支援となり、個人消費の

拡大により原油価格・物価高騰の影響を受けてい

る町内業者への支援、地域経済の活性化にも繋

がった。

令和7年1月20日

～

令和7年10月20日

令和7年6月1日

～

令和8年3月30日


